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令和３年度川本町普通会計決算状況 

 

 

第一、総  括 

 

この決算状況は、総務省に報告した「地方財政状況調査（決算統計）」に基づ

き、普通会計としてまとめたものである。 

川本町において普通会計とは、「一般会計」のことである。平成３０年度決算ま

では、特別会計である「住宅新築資金等貸付事業特別会計」を合算し、普通会計と

していたが、平成３０年度末をもって「住宅新築資金等貸付事業特別会計」は廃止

となった。 

また、分類方法等にも差異があるため、歳入内訳及び目的別歳出内訳ともに、決

算書の数値とは一部異なる箇所がある。 

 

 第１表  会計別決算額 

(単位：千円,％)   

会 計 区 分 区  分 予算額 ① 決算額 ② 比較①－② ②／①  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一  般  会  計 

 

 

歳  入 5,422,371 5,030,656 391,715 92.8 

歳  出 5,422,371 4,895,769 526,602 90.3 

差  引 － 134,887 左のうち繰越財源  72,912 

国民健康保険  

特  別  会  計 

 

歳  入 474,861 466,741 8,120 98.3 

歳  出 474,861 465,939 8,922 98.1 

差  引 － 802                      

後期高齢者医療

特 別 会 計 

 

歳  入 144,187   143,507 680 99.5 

歳  出 144,187 143,365 822 99.4 

差  引 － 142         

簡易水道事業  

特 別 会 計 

 

歳  入 191,580 189,692 1,888 99.0 

歳  出 191,580 189,173 2,407 98.7 

差引残高 － 519   

農業集落排水処

理事業特別会計 

 

歳  入 63,696 63,445 251 99.6 

歳  出 63,696 63,445 251 99.6 

差引残高 －        0  

単  純  合  計 

 

 

歳  入 6,296,695 5,894,041 402,654 93.6 

歳  出 6,296,695 5,757,691 539,004 91.4 

差  引 － 136,350 左のうち繰越財源 72,912 
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第二、決算の概要 
 

  １、決算規模 

令和３年度の歳入は対前年度比３．９％減、歳出は対前年度比４．８％減となっ

た。 

減額の主な要因は、令和２年度に完成となったまちごと魅力化センター整備事業

４億１，６７７万３千円や新型コロナウイルス感染症対策である特別定額給付金事

業３億２，９６３万５千円等が皆減となったことがあげられる。 

 

 第２表 普通会計決算総括表 

                                                             （単位：千円、％） 

区   分 令和 3 年度① 令和 2 年度② 比較①－② 増減率 

歳 入 総 額  ① 5,030,656 5,232,972 △202,316 △3.9 

歳 出 総 額  ② 4,895,769  5,140,961  △245,192 △4.8 

歳入歳出差引(①－②)  ③    134,887   92,011 42,876 46.6 

翌 年 度 繰 越 財 源    ④    72,912    34,186 38,726 113.3 

実 質 収 支 (③－④)  ⑤  a      61,975 b      57,825 4,150 7.2 

単 年 度 収 支  (a－b) 4,150    21,574     

 

第３表  決算規模の推移              (単位：百万円、％） 

  

第１図  決算規模の推移図 

 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

歳入 歳出

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

金 額 伸 率 金 額 伸 率 金 額 伸 率 金 額 伸 率 

歳 入  4,211 1.5  4,657 10.6 5,233 12.4  5,031 △3.9 

歳 出   4,139 4.5 4,604  11.2 5,141 11.7 4,896  △4.8 

（百万円） 
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  ２、収支の状況 

歳入歳出差引１億３，４８８万７千円のうち、翌年度への繰越事業充当財源

７，２９１万２千円を差し引いた令和３年度の実質収支は６，１９７万５千円で

ある。令和２年度の実質収支が５，７８２万５千円であったため、令和３年度の

実質収支から令和２年度の実質収支を差し引いた単年度収支は４１５万円のプラ

スということになる。 

また、単年度収支に財政調整基金積立金を加えた実質単年度収支は６４０万円

のプラスとなっている。 

 

 第４表  次年度への繰越事業の状況 

（繰越明許）                          （単位：千円） 

 

 

 

 

区 分 事 業 名 繰 越 事 業 費  
 

繰越財源 未収入特財 

総務費 
住まいづくり応援事業 1,540 1,540 0 

転入・転出ワンストップ化システム改修事業 2,014 181 1,833 

民生費 
生活困窮者自立支援金給付事業 470 470 0 

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付事業 14,214 0 14,214 

農林水産業費 

農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業 120 0 120 

農地耕作条件改善事業（三原３地区） 12,917 1,082 11,835 

林地崩壊防止対策事業 18,100 0 18,100 

土木費 

橋梁長寿命化事業 16,300 546 15,754 

道路災害対策事業 63,800 117 63,683 

町道中倉日向線改良事業 7,842 117 7,725 

町道三原古市線整備事業 40,700 156 40,544 

町道田原絵堂線改良事業 22,900 120 22,780  

道路維持事業（町道金比羅公園線） 6,000 6,000 0  

八幡平団地個別改修事業 14,000 7,844 6,156  

教育費 

学校保健特別対策事業 1,840 40 1,800  

運動公園感染症予防対策事業 8,000 1,000 7,000  

音戯館大規模改修事業 4,950 4,950 0  

災害復旧費 

農地災害復旧事業 32,000 12,195 19,805  

農地小災害復旧事業 1,750 1,295 455  

農業用施設災害復旧事業 21,600 5,181 16,419  

農業用施設小災害復旧事業 1,400 1,120 280  

公共土木施設災害復旧事業 87,300 13,408 73,892  

公共土木施設単独災害復旧事業 72,950 15,550 57,400  

合 計 452,707 72,912 379,795  
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      第５表  収支状況の推移 

                                                           (単位：千円) 

区   分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

歳入歳出差引 71,746 53,218 92,011 134,887 

翌年度繰越財源   14,028   16,967   34,186   72,912 

実 質 収 支 57,718 36,251 57,825 61,975 

単 年 度 収 支 14,634 △21,467 21,574 4,150 

財政調整基金積立 2,300 2,400 2,300 2,250 

町債繰上償還 0 0 0 0 

財政調整基金取崩 0 0 0 0 

実質単年度収支 16,934 △19,067 23,874 6,400 

 

  ３、健全化判断比率（実質公債費比率、将来負担比率） 

 

令和３年度決算の実質公債費比率（過去３カ年数値の平均）は、前年度９．１％

から０．１ポイント減少し９．０％となった。これは、臨時財政対策債償還基金

費、臨時経済対策費等の追加交付や地域デジタル社会推進費の新設等により、普通

交付税が２億１，０８８万２千円の増となったことや邑智郡総合事務組合によるし

尿・ごみ処理施設に係る地方債の償還が終了したこと等により、令和３年度の単年

度比率が７．９％と大幅に改善されたこと等が影響している。 

また、将来負担比率は前年度１８．５％から５．２ポイント減少し１３．３％と

なった。これは、上記の普通交付税の増額に加え、将来充当可能な基金残高が令和

３年度決算において大幅に増額となったこと等が影響している。 

 

第２図 実質公債費比率、将来負担比率の推移 
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【用語解説】 

 

実質公債費比率  

 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率。 

実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規模に占める割合がわかります。 

 

                                                                                 

(元利償還金) ＋ (準元利償還金) － ｛(元利償還金充当特定財源) 
             ＋ (基準財政需要額算入公債費)＋(事業費補正算入公債費)｝ 
               (標準財政規模) － ｛(基準財政需要額算入公債費)＋(事業費補正算入公債費)｝ 

 

 

 将来負担比率 

 

地方債残高など一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

率。この比率は一般会計等が背負っている借金が標準的な年間収入の何年分であるかと

いうことを表し、比率が高い場合は財政運営上の問題が生じる可能性が高くなることが

懸念されます。 

 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額） 

（標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率＝ 

将来負担比率＝ 
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第三、歳  入 
令和３年度の歳入総額は、５０億３，０６５万６千円で前年度に比べ２億２３１

万６千円減（△３．９％）となった。主な減額の要因は、特別定額給付金給付事業
費補助金（国庫補助）が３億２，９６３万５千円の皆減となったことやまちごと魅
力化センター整備事業に係る地方創生拠点整備交付金（国庫補助）が１億９，１６
９万３千円の皆減となったこと等があげられる。一般財源は、３２億３，１８５万
１千円で一般財源比率は６４．２％となっている。自主財源は、８億３，３４２万
５千円で自主財源比率は１６．６％となっている。  
 

第６表  歳入決算総括表                  （単位：千円、％） 

              年  度 

 

  科  目 

令和 3 年度 令和 2 年度 増減率 

(① -②) 

/② 
決算額 ① 構成比 決算額 ② 構成比 

 町         税 319,090 6.3 327,949 6.3 △2.7 

 地 方 譲 与 税 46,285 0.9 45,730 0.9 1.2 

 利 子 割 交 付 金 341 0.0 373 0.0 △8.6 

 配 当 割 交 付 金 1,295 0.0 820 0.0 57.9 

 株式等譲渡所得割交付金 1,199 0.0 877 0.0 36.7 

 地 方 消 費 税 交 付 金 81,267 1.6 75,315 1.4 7.9 

 環 境 性 能 割 交 付 金 1,747 0.0 1,863 0.0 △6.2 

 法 人 事 業 税 交 付 金 4,071 0.1 1,496 0.0 172.1 

 地 方 特 例 交 付 金 4,743 0.1 2,038 0.1 132.7 

 地 方 交 付 税 2,377,360 47.3 2,095,125 40.0 13.5 

 交通安全対策特別交付金 0 0.0 0 0.0 0.0 

 分 担 金 及 び 負 担 金 33,660 0.7 36,220 0.7 △7.1 

 使 用 料 113,827 2.3 103,487 2.0 10.0 

 手 数 料 12,271 0.2 11,591 0.2 5.9 

 国 庫 支 出 金 703,936 14.0 1,154,963 22.1 △39.1 

 県 支 出 金 236,223 4.7 290,178 5.6 △18.6 

 財 産 収 入  12,536 0.3 14,250 0.3 △12.0 

 寄 附 金 30,613 0.6 22,418 0.4 36.6 

 繰 入 金 115,060 2.3 89,087 1.7 29.2 

 繰 越 金 92,011 1.8 53,218 1.0 72.9 

 諸 収 入 104,357 2.1 93,203 1.8 12.0 

 町         債 738,764 14.7 812,771 15.5 △9.1 

合    計 5,030,656 100.0 5,232,972 100.0 △3.9 

 

 

 

一 般 財 源 総 額  3,231,851 64.2 2,732,770 52.2 18.3 

 うち経常的なもの 2,440,105 48.5 2,226,740 42.6 9.6 

自 主 財 源 総 額  833,425 16.6 751,423 14.4 10.9 
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第３図 歳入構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 用語解説  

■自 主 財 源：地方公共団体が自主的に収入しうる財源をいう。地方税、分担金 

及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入が該

当する。地方財政の自主性を高めるためにも、調達および使途決定が自主的に行

いうる財源の割合（自主財源比率）が高いことが望まれる。 

■依 存 財 源：国または都道府県の意思により定められた額を交付されたり、割 

当てられたりする収入をいう。地方交付税、国庫支出金、県支出金、地方譲与  

税、地方債が含まれる。 

■自主財源比率：歳入総額に占める自主財源の比率。 

 

その他内訳 

 分担金及び負担金 

 使用料及び手数料 

 財産収入 

 繰入金 

 繰越金 

 寄附金 

 諸収入 

歳入総額 

5,030,656千円 

地方譲与税等内訳 

地方譲与税 

利子割交付金 

配当割交付金 

地方消費税交付金 

環境性能割交付金 

法人事業税交付金 

株式譲渡所得割交付金 

地方特例交付金 
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町民税

43.4%

固定資産税

45.7%

その他

10.9%

個人分

33.4%

法人分

10.0%

純固定資産税

44.7%

交付金及び納付金

1.0%
軽自動車税

4.3%

たばこ税

6.6%

  １、町  税 
 

町税の収入額は、３億１，９０９万円で、前年度に比べて８８５万９千円（△２．
７％）の減となった。 
町民税は１億３，８４５万７千円となり、前年度に比べて２８万５千円（△０．

２％）の減となった。 
固定資産税は、１億４，５８７万５千円で前年度に比べて１，０１３万１千円（△

６．５％）の減、軽自動車税は、１，３７９万８千円で１１万５千円（０．８％）の
増、たばこ税は２，０９６万円で１４４万２千円（７．４％）の増となった。 
徴収率は現年課税分で９９．１％と前年度に比べて０．１ポイントの増であり、滞

納繰越分は３．８ポイント増の１７．６％となった。町税全体では９５．９％と前年
度より０．２ポイントの増となった。 

 

第７表 税目別決算額  

 

                                                              （単位：千円、％） 

年度 

税目 

令和 3 年度 令和 2 年度 

調定額 収入額 伸率 収納率 調定額 収入額 収納率 

町 民 税 139,999 138,457 △0.2 98.9 140,418 138,742 98.8 

固定資産税 157,414 145,875 △6.5 92.7 168,320 156,006 92.7 

軽自動車税 14,362 13,798 0.8 96.1 14,263 13,683 95.9 

町たばこ税 20,960 20,960 7.4 100.0 19,518 19,518 100.0 

  合 計 332,735 319,090 △2.7 95.9 342,519 327,949 95.7 
 

第４図 税目ごとの構成図 

 

 

 

収入総額 

319,090 千円 
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25,186 26,626 31,342 32,015 

個人分 法人分

  各税目の決算額推移は、次のとおりである。 

 

①  町民税 

 

第９表  町民税の推移 
                                                            (単位：千円) 

 個人分 法人分 合  計 個人分の特別減税実施状況 

令和 3 年度 106,442 32,015 138,457 なし 

令和 2 年度 107,400 31,342 138,742 なし 

令和元年度 104,103 26,626 130,729 なし 

平成 30 年度 102,943 25,186 128,129 なし 

 

 第５図 町民税の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ② 固定資産税  

 

 第１０表 固定資産税の推移 

                                                         (単位：千円,％) 

 純固定資産 交納付金 合  計 

金 額 伸率 金 額 伸率 金 額 伸率 

令和 3 年度 142,569 △6.8 3,306 8.6 145,875 △6.5 

令和 2 年度 152,962 1.6 3,044 △1.1 156,006 1.6 

令和元年度 150,533 1.4 3,079 △1.0 153,612 1.3 

平成 30 年度 148,500 △5.5 3,111 0.2 151,611 △5.3 
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 第６図 固定資産税の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ③ 軽自動車税 

 第１１表 軽自動車税の推移   (単位：千円,台,％) 

 軽自動車税 課税台数 

金額 伸率 台数 伸率 

令和 3 年度 13,798 0.8 2,044 △0.5 

令和 2 年度 13,683 4.8 2,055 △1.2 

令和元年度 13,051 5.7 2,079 △0.1 

平成 30 年度 12,349 0.2 2,082 △1.4 

  

第７図 軽自動車税の推移 
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   ④ 町たばこ税 

 

 第１２表 町たばこ税の推移 

                                （単位：千円、％）   

 たばこ税 伸率 税率:円/１千本 

令和 3 年度 20,960 7.4  令和 3 年 9 月まで 

 町 6,122 県 1,000 

令和 3 年 10 月から 

 町 6,552 県 1,070 

令和 2 年度 19,518 △6.9  

令和元年度 20,964 6.2  

平成 30 年度 19,738 △2.2  

 

 

 第８図 町たばこ税の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２、地方譲与税、利子割交付金等 

 

地方譲与税・利子割交付金等の決算額は、１億４，０９４万８千円で、前年度比

１，２４３万６千円の増（９．７％）となった。 

各費目の状況は、地方譲与税のうち地方揮発油譲与税は２５万７千円増（２．

９％）、自動車重量譲与税は２８万３千円増（１．１％）、森林環境譲与税は１万

５千円増（０．１％）。利子割交付金は３万２千円減（△８．６％）、配当割交付

金は４７万５千円増（５７．９％）、株式等譲渡所得割交付金は３２万２千円増

（３６．７％）。地方消費税交付金は５９５万２千円増（７．９％）、環境性能割

交付金は１１万６千円減（△６．２％）、法人事業税交付金は制度の通年化により

２５７万５千円増（１７２．１％）、地方特例交付金は新型コロナウイルスによる

地方税減収補填分が臨時的に交付されたため２７０万５千円増（１３２．７％）と

なった。 

（千円） 

-17-



0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

R1 R2 R3

地方譲与税 利子割交付金 配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金 自動車取得税交付金 環境性能割交付金
法人事業税交付金 地方特例交付金 地方消費税交付金

 第１３表 地方譲与税等の推移                       （単位：千円、％） 

年 度 

科 目 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 

地 方 譲 与 税 40,479 13.3 45,730 13.0 46,285 1.2 

 地方揮発油譲与税 9,119 △11.6 8,925 △2.1 9,182 2.9 

 自動車重量譲与税 26,263 3.3 25,973 △1.1 26,256 1.1 

 森林環境譲与税 5,097 100.0 10,832 112.5 10,847 0.1 

利 子 割 交 付 金 357 △56.7 373 4.5 341 △8.6 

配 当 割 交 付 金 991 12.9 820 △17.3 1,295 57.9 

株式等譲渡所得割交付金 477 △36.9 877 83.9 1,199 36.7 

地方消費税交付金 62,213 △7.5 75,315 21.1 81,267 7.9 

自動車取得税交付金 3,292 △52.2 － － － － 

環境性能割交付金 791 100.0 1,863 135.5 1,747 △6.2 

法人事業税交付金 － － 1,496 100.0 4,071 172.1 

地方特例交付金 4,182 385.2 2,038 △51.3 4,743 132.7 

合   計 112,782 △0.4 128,512 13.9 140,948 9.7 

 

 

     第９図 地方譲与税等の推移  
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 ３、地方交付税 
普通交付税額は、１９億７，７２９万８千円となり、前年度に比べ２億１，０８

８万２千円増（１１．９％）となった。また臨時財政対策債を加えた実質的な額は、
２０億５，４７６万２千円で、前年度に比べ２億２，２７７万５千円増（１２．
２％）となっている。また、特別交付税についても、不採算地区公的病院の措置拡
充や集落支援員に要する経費の増等から、令和３年度は前年度に比べて７，１３５
万３千円の増（２１．７％）となり、地方交付税総額では、２億８，２２３万５千
円の増（１３．５％）となった。 
普通交付税増額の要因については、臨時財政対策債償還基金費（２，１２２万５

千円）、臨時経済対策費（４，９９１万７千円）等の追加交付や令和３年度からの
２年間限定で算入される地域デジタル社会推進費（５，１４８万５千円）の新設等
があげられる。 

 

      第１４表 地方交付税の推移 

(単位：千円、％）   

 
地方交付税 

決 算 額 
伸 率 

内       訳 

   

普通交付税 伸 率 特別交付税 伸 率 震災復興 伸 率 

R3 2,377,360 13.5 1,977,298 11.9 400,062 21.7 0  

R2 2,095,125 3.2 1,766,416 2.8 328,709 5.9 0  

R1 2,029,232 0.5 1,718,789 2.8 310,443 △10.7 0  

H30 2,019,442 3.3 1,671,751 △ 1.4 347,691 33.8 0  

 

 

 第１０図 地方交付税の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(百万円) 

-19-



区分 収入額 区分 収入額
老人福祉施設入居者負担金 25,955 配食サービス事業分担金 611
在宅当番医制運営費負担金 2,541 農業水路等長寿命化・防災減災事業地元分担金 422
林地崩壊防止対策事業分担金 1,784 農地災害復旧事業費分担金 371
農地耕作条件改善事業地元分担金 1,139 農業用施設災害復旧事業費分担金 126
ＦＴＴＨ新規加入負担金 625 日本スポーツ振興センター負担金 86

合　計 33,660

区分 収入額 区分 収入額
町営住宅使用料 33,835 スクールバス利用料 916
まちごと魅力化センター使用料 23,288 火葬場使用料 904
ＦＴＴＨ伝送路使用料 16,233 公共交通施設使用料 660
学習交流センター使用料 12,872 道路使用料 605
一般廃棄物処分手数料 10,321 町税納税等証明交付手数料 180
定住促進住宅使用料 7,644 プール使用料 161
再送信共聴料 7,394 西公民館使用料 155
ＦＴＴＨ通信サービス使用料 4,780 野球場使用料 141
庁舎等使用料 2,120 農林道使用料 129
悠邑ふるさと会館使用料 1,642 その他 555

戸籍住民票等証明交付手数料 1,563 合　計 126,098

  ４、交通安全対策特別交付金 
 

この交付金は、交通反則金を財源にして道路交通事故の増大に対処するため、道

路交通安全施設の設置及び管理に要する経費に充てる目的をもって交付されるもの

で、過去２カ年の交通事故件数、改良済道路延長等により算定される。令和３年度

は交付基準に満たなかったため交付されていない。 

 

  ５、分担金・負担金 

 

分担金・負担金決算額は、３，３６６万円で前年度比２５６万円減（△７．１％）

となった。減額の要因は、携帯電話等エリア整備事業者負担金５９６万１千円の皆

減等があげられる。 

 

      第１５表 分担金及び負担金の内訳 

(単位：千円)  

  

 

 

 

 

 

６、使用料・手数料 

 

使用料・手数料決算額は、１億２，６０９万８千円で前年度比１，１０２万円増

（９．６％）となった。主な増額要因は、令和３年より通年の運営が開始となった

まちごと魅力化センター使用料１，１４８万２千円の増等があげられる。 

 

第１６表  使用料及び手数料の内訳   

(単位：千円) 
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区分 収入額 区分 収入額
社会資本整備総合交付金 165,355 国民年金事務交付金 1,523
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 129,775 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 1,408
子どものための教育・保育給付費交付金 76,243 個人番号カード交付事務費補助金 1,378
障害者自立支援給付費負担金 66,008 特別障害者手当等給付費負担金 1,209
非課税世帯等に対する臨時特別給付金 52,919 循環型社会形成推進交付金 1,188
子育て世帯臨時特別給付金給付事業費補助金 42,574 個人番号カード交付事業費補助金 1,055
生活保護費負担金 31,417 学校保健特別対策補助金 900
現年公共土木施設災害復旧費負担金 27,448 保育士等処遇改善臨時特例交付金 786
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 24,524 保育対策総合支援事業費補助金 650
児童手当負担金 22,008 空き家対策総合支援事業補助金 500
新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金 14,505 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 470
障害児施設給付費国庫負担金 6,516 母子保健衛生費国庫補助金 288
地方創生推進交付金 4,815 施設区域取得等事務委託金 200
生活困窮者支援負担金 3,831 中長期在留者居住地届出等事務委託金 184
文化施設感染対策事業補助金 3,488 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）事務費補助金 120
国民健康保険基盤安定負担金 3,068 子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）事務費補助金 100
児童扶養手当給付費負担金 2,811 未熟児養育医療給付費負担金 90
母子生活支援施設措置費負担金 2,711 低所得者保険料軽減負担金 75
障害者医療費負担金 2,322 特別支援教育就学奨励費補助金 30
子ども・子育て支援交付金 2,283 特別児童扶養手当事務費交付金 21
地域生活支援事業費等補助金 2,028 自衛官募集事務委託金 15
子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）事業費補助金 1,800 理科教育設備整備費等補助金 14
子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）事業費補助金 1,700

子ども・子育て支援事業費補助金 1,583 合　計 703,936

 ７、国庫支出金 

国庫支出金決算額は、７億３９３万６千円で前年度比４億５，１０２万７千円減

（△３９．１％）となった。 

主な減額要因としては、まちごと魅力化センター整備事業に係る地方創生拠点整

備交付金１億９，１６９万３千円の皆減、特別定額給付金給付事業費補助金３億２，

９６３万５千円の皆減、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金６，４

２０万８千円の減等があげられる。 

一方で増額要因としては、新型コロナウイルス感染症対策として、非課税世帯等

に対する臨時特別給付金５，２９１万９千円の皆増、子育て世帯臨時特別給付金給

付事業費補助金４，２５７万４千円の皆増、ワクチン接種体制確保事業費補助金及

び接種対策費負担金３，８２２万８千円の増等があげられる。 

 

 第１７表 国庫支出金の内訳 

                                                                            (単位：千円)  
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区分 収入額 区分 収入額
障害者自立支援給付費負担金 33,004 生活交通確保対策交付金 1,971
子どものための教育・保育給付費交付金 32,258 民間保育所運営対策事業補助金 1,947
農地耕作条件改善事業補助金 19,259 現年農地災害復旧事業補助金 1,824
中山間地域等直接支払事業交付金 16,702 乳幼児医療費助成事業補助金 1,792
後期高齢者医療基盤安定負担金 14,702 環境保全型農業直接支払交付金 1,735
市町村交流施設利用寄宿舎運営費補助金 11,178 農業人材力強化総合支援事業補助金 1,500
国民健康保険基盤安定負担金 10,591 災害等廃棄物処理事業費補助金 1,495
農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金 10,400 農業委員会交付金 1,391
多面的機能支払推進交付金 7,483 感染症予防事業費等補助金 1,356
福祉医療助成事業補助金 6,199 母子生活支援施設措置費負担金 1,355
衆議院議員選挙委託金 5,686 第一子・第二子にかかる保育料軽減事業費補助金 1,323
児童手当負担金 4,991 経営所得安定対策等推進事業費補助金 1,282
県民税取扱事務委託金 4,524 障害者医療費負担金 1,191
スクール・サポート・スタッフ配置補助金 4,143 国民健康保険財政健全化対策交付金 1,130
障害児施設給付費県費負担金 3,258 事務処理特例交付金 1,043
結集！しまねの子育て協働プロジェクト補助金事業補助金 2,823 新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に係る健康管理業務委託金 1,013
しまね結婚・子育て支援市町村交付金 2,603 現年農業用施設災害復旧事業補助金 954
地域生活交通再構築実証事業補助金 2,566 河川対策事業委託金 814
地域商業等支援事業補助金 2,306 わくわく島根生活実現支援事業費補助金 750
しまね子ども・子育て支援交付金 2,283 しまねすくすく子育て支援事業補助金 668
林地崩壊防止対策事業補助金 2,172 造林事業補助金 612
地域生活支援事業費等補助金 2,104 その他 5805

子ども読書活動推進事業交付金 2,037 合　計 236,223

８、県支出金 

 

県支出金決算額は２億３，６２２万３千円で前年度比５，３９５万５千円の減

（△１８．６％）となった。 

主な減額要因としては、携帯電話等エリア整備事業補助金５，６２２万１千円の

皆減、令和３年度は定住促進住宅整備事業や住まいづくり応援事業のうち民間住宅

整備支援事業補助金の実施がなく、しまね定住推進住宅整備支援事業補助金１，１

４２万６千円の減、被災者生活再建支援制度補助金７７３万２千円の減等があげら

れる。 

また、主な増額要因としては、農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金９６０

万円の増、農地耕作条件改善事業補助金５８８万５千円の増、衆議院議員選挙委託

金５６８万６千円の皆増等があげられる。 
 
 
 
第１８表 県支出金の内訳 
                                （単位：千円） 
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第１１図 国庫支出金・県支出金決算額推移図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ９、財産収入  

 

財産収入決算額は、１，２５３万６千円で前年度比１７１万４千円減（△１２．

０％）となった。主な減額要因は、令和２年度の神田団地町有地売却の皆減等であ

る。 

 

 第１９表  財産収入の内訳 

(単位：千円)  

区    分 収 入 額  

 

 

 

 

区    分 収 入 額 

貸 

 

付 

土 
地 

土地貸付料 

小計 

   3,380 

3,380 
利 

 

子 

財政調整基金 

減債基金 

公共施設等総合管理基金 

学校施設整備基金 

その他 

小計 

2,210 

4,699 

97 

37 

45 

7,088 

建 
 
 
物 

旧中央公民館、 

旧音楽研修棟等 

 

小計 

1,862 

 

 

1,862 

売 

払 

土地売払 

立木売払 

物品売払 

 

小計 

92 

11 

81 

 

184 

 

配

当 

 

 

山陰放送配当金 

山陰中央新報社配当金 

 

小計 

 

12 

10 

 

22 

 

計 12,536 

 

 

 

(千円) 
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 １０、寄 附 金 

寄附金決算額は、３，０６１万３千円で前年度比８１９万５千円増（３６．６％）

となった。増額の要因は、ふるさと納税による寄附金が前年度比８１９万５千円増

となったためである。令和３年度はガバメントクラウドファンディング支援枠を新

たに設け、寄附額１０７万７千円を防災意識啓発促進事業補助金の財源として活用

した。その他にも寄附目的に「地域医療の充実」や「ひとり親世帯への支援」を追

加した。 
 
第２０表 ふるさと納税の使途別内訳とふるさと思いやり基金の目的別金額 

(単位：千円) 

寄附目的 前年度末 積立 取崩 年度末 

頑張る集落や人を応援 5,734 1,717  7,451 

元気な子どもが育つ環境整備 1,671 2,542 2,633 1,580 

健康で安心して暮らせる環境 2,854 657 372 3,139 

島根中央高校への支援 2,722 880  3,602 

高校卒業生会寄付分 3,000   3,000 

特に指定しない 8,857 555 2,628 6,784 

災害支援のため 5,468 503 1,203 4,768 

新型コロナウイルス感染症対策のため 3,077 1,073  4,150 

起業家支援のため 1,843   1,843 

ガバメントクラウドファンディング  1,077 1,077  

地域医療の充実（新規）  2,211  2,211 

ひとり親世帯への支援（新規）  4,284 3,510 774 

合計 35,226 15,499 11,423 39,302 

   

１１、繰 入 金 

繰入金決算額は、１億１，５０６万円で前年度比２，５９７万３千円増（２９．

２％）となった。主な増額要因は、八幡平団地個別改善工事及び屋上防水工事、学

習交流センターへの感染症対策工事等の財源として公共施設等総合管理基金５，３

０８万円を取り崩したことがあげられる。 

その他主なものとして、学校教育施設整備基金から４，５２６万３千円、ふるさ

と思いやり基金から防犯灯助成事業等のために１，１４２万３千円を取り崩した。    

※参照 ３５頁「第３１表 基金現在高等の状況」 

 

 １２、繰 越 金 

令和２年度からの繰越金は９，２０１万１千円である。内訳は以下のとおり。 

 第２１表 繰越金の状況 

                                (単位：千円) 

繰 越 額 92,011  

 

 
繰越事業充当 57,825   

純 繰 越 金 34,186 
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区分 収入額 区分 収入額
介護保険事業委託料 23,202 県市町村振興協会補助金 1,490
造林事業受託収入 12,760 浄化槽維持管理負担金 1,151
邑智郡総合事務組合派遣費用負担金 8,642 地域活性化センターかわもと残余財産処分金 1,028
後期高齢者医療広域連合派遣費用負担金 5,944 企業立地支援緊急対策事業貸付金 1,000
小規模企業育成資金預託貸付金 5,000 検診費個人負担金 802
ふるさとの森再生事業補助金 4,506 町誌等販売収入 447
コミュニティ助成事業助成金 4,200 自動販売機手数料 351
介護給付費 3,385 総合賠償補償費 346
過年度補助金返還金 3,125 過年度分川本町定住奨学金償還金 335
悠邑ふるさと会館管理費実費徴収金 3,081 臨時職員等雇用保険料 327
過年度一部事務組合負担金返還金 2,542 電気料等実費徴収金 269
災害共済金 2,487 江の川下流域活性化協議会残余財産処分金 262
国土交通省堤防施設操作委託金 2,403 弁　償　金 220
その他雑入 2,121 施設使用料 198
協働のまちづくり事業助成金 2,000 県堤防施設操作委託金 190
穀類乾燥調整施設利用料 1,867 各種チケット販売収入 138
消防団員退職報償金 1,746 広告料収入 135
市町村振興宝くじ交付金 1,643 農業者年金事務費委託金 111
災害支援金 1,607 その他 1,704

福祉医療高額分戻入 1,592 合　計 104,357

  １３、諸 収 入 

諸収入決算額は、１億４３５万７千円で前年度比１，１１５万４千円増（１２．

０％）となった。 

主な増額の要因は、邑智郡総合事務組合への職員派遣費用負担金８６４万２千円

の皆増や後期高齢者医療広域連合への職員派遣費用負担金５９４万４千円の皆増等

があげられる。 

 

第２２表 諸収入の状況 

(単位：千円) 
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１４、町  債 

 

町債決算額は、７億３，８７６万４千円で前年度比７，４００万７千円減（△９．

１％）となった。主な減額要因は、令和２年度に完成となったまちごと魅力化セン

ター整備事業に伴う借入２億１，９００万円の皆減等による。 

 

第２３表 町債の発行状況 

                             (単位：千円、％） 

起 債 区 分 発 行 額 借 入 先 利率 充 当 し た 事 業 

過疎対策事業債 

 

 

 

 

 

451,600 

 

 

 

 

 

財政融資 0.2 

 

 

 

0.3 

町道中倉日向線改良事業 

(R2 同意)                17,600 

橋梁長寿命化事業        3,800 

(R2 同意) 

町道中倉日向線改良事業  8,300 

橋梁長寿命化事業          700 

町道防災・減災事業    5,700 

消防車両整備事業     6,200 

新可燃ごみ共同処理施設整備事業 

312,700 

公立邑智病院建設改良事業 

             2,600 

音戯館空調整備事業   24,700 

特別事業(ソフト事業)※1 67,500 

 

金融機構 0.3 合併処理浄化槽設置事業  1,800 

 

辺地対策事業債 59,100 財政融資 0.2 町道三原三谷線防災減災事業 

(R2 同意)        32,600 

町道三原古市線整備事業 

(R2 同意)              17,500 

町道三原古市線整備事業   5,300 

町道田原絵堂線改良事業  3,700 

緊急防災・減災

事業債 

14,400 

 

 

金融機関 

 

 

0.399 やすらぎ荘非常用発電機整備事業 

4,500 

内水排除設備整備事業   4,700 

避難所バリアフリー化事業 2,450 

避難所ＴＶ環境整備事業    300 

避難所多目的トイレ整備事業 

                         2,450 

緊急自然災害防

止対策事業債 

11,700 金融機関 0.399 因原湛水防除用排水ポンプ整備事業 

             9,500 

林地崩壊防止対策事業   2,200 

臨時財政対策債 77,464 金融機関 0.4 臨時財政対策債      77,464 
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災害復旧事業債 124,500 財政融資 0.005 

 

 

 

0.2 

 

 

農地災害復旧事業     2,000 

(R2 同意) 

公共土木施設等災害復旧事業 

(R2 同意)                31,000 

農地災害復旧事業     4,600 

農業用施設災害復旧事業  2,000 

公共土木施設災害復旧事業 

                        12,300 

公共土木施設単独災害復旧事業 

            72,600 

計 738,764  

  

 

 ※１ 過疎対策事業債特別事業（ソフト事業）の充当内訳  (単位：千円） 

事 業 名 
 

決算額 過疎債 他特財 一般財源 

エゴマ産地育成事業 8,265 8,200  65 

島根中央高校教育振興助成事業 24,514 8,200 16,217 97 

ＦＴＴＨ基盤活用事業 27,527 25,600  1,927 

かわもと音戯館活用事業 28,770 25,500  3,270 

計 89,076 67,500 16,217 5,359 

 

  

-27-



0

5

10

15

20

議
会
費

総
務
費

民
生
費

衛
生
費

労
働
費

農
林
水
産
業
費

商
工
費

土
木
費

消
防
費

教
育
費

災
害
復
旧
費

公
債
費

令和２年度 令和３年度

第四、歳  出 

 

歳出総額は４８億９，５７６万９千円で、前年度に比べて２億４，５１９万２千

円減（△４．８％）となった。減額の主な要因は、令和２年度に完成となったまち

ごと魅力化センター整備事業４億１，６７７万３千円の皆減、新型コロナウイルス

感染症に伴う特別定額給付金事業３億２，９６３万５千円の皆減等があげられる。 

また、主な増額要因は、新型コロナウイルス感染症に伴い住民税非課税世帯への

臨時給付金や子育て世帯への臨時給付金等の実施により、扶助費が対前年度１億

１，７９０万５千円の増となったこと等があげられる。 

 

  １、目的別歳出の状況 

 第２４表 目的別歳出決算額比較表 

                                                   （単位：千円、％） 

区   分 令和 3 年度 令和 2 年度 増減率 

(①-②) 

/② 
決算額 ① 構成比 決算額 ② 構成比 

議 会 費 53,128 1.1 50,671 1.0 4.8 

総 務 費 1,013,677 20.7 1,658,199 32.3 △38.9 

民 生 費 1,018,873 20.8 919,460 17.9 10.8 

衛 生 費 738,957 15.1 614,549 12.0 20.2 

労 働 費 0 0.0 0 0.0 0.0 

農林水産業費 271,076 5.5 270,778 5.2 0.1 

商 工 費 160,596 3.3 125,101 2.4 28.4 

土 木 費 384,180 7.8 419,181 8.2 △8.3 

消 防 費 174,362 3.6 140,104 2.7 24.5 

教 育 費 429,336 8.8 428,054 8.3 0.3 

災 害 復 旧 費 165,453 3.4 29,758 0.6 456.0 

公 債 費 486,131 9.9 485,106 9.4 0.2 

合  計 4,895,769 100.0 5,140,961 100.0 △4.8 

 

 第１２図 目的別歳出決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（億円） 
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    第１３図  目的別歳出決算構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２、性質別歳出の状況 

 第２５表 性質別歳出決算額比較表 

                                                 （単位：千円、％） 

区   分 

令和 3 年度 令和 2 年度 増減率 

(①-②) 

/② 
決算額 ① 構成比 決算額 ② 構成比 

人   件   費 595,819 12.2 582,251 11.3 2.3 

扶   助     費 607,086 12.4 489,181 9.5 24.1 

公 債 費 486,131 9.9 485,106 9.4 0.2 

物   件     費 642,735 13.1 692,535 13.5 △7.2 

維 持 補 修 費 42,124 0.8 61,970 1.2 △32.0 

補 助 費 等  1,173,102 24.0 1,364,802 26.5 △14.0 

積     立    金 296,956 6.1 84,763 1.7 250.3 

投資及び出資金  0 0.0 0 0.0 0.0 

貸     付     金 5,000 0.1 5,000 0.1 0.0 

繰     出     金 347,227 7.1 344,805 6.7 0.7 

投 資 的 経 費 699,589 14.3 1,030,548 20.1 △32.1 

 

 

 

普通建設事業費 534,136 10.9 1,000,790 19.5 △46.6 

 

 

うち補助事業 326,780 6.7 853,975 16.6 △61.7 

うち単独事業 207,356 4.2 140,815 2.8 47.3 

うち県営事業 0 0.0 6,000 0.1 △100.0 

災害復旧事業費 165,453 3.4 29,758 0.6 456.0 

  合    計 4,895,769 100.0 5,140,961 100.0 △4.8 
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第１４図 性質別歳出決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１５図 性質別歳出決算構成比 
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民
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7
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模
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費
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4
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2
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予
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援
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業
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税
非

課
税
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帯
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に
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す
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特
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給

付
金

す
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セ
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指
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理
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託
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者
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連
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0
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,2
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3
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7

生
活

保
護

費
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1

障
害

者
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域
活
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ン
タ

ー
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返

還
金
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6
,1

6
1

子
育
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世

帯
臨

時
特

別
給

付
金

4
1
,3

0
0

事
業

委
託

7
,1

7
9

児
童

福
祉

施
設

整
備

事
業

補
助

金
2
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6

児
童

手
当
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1
,9

3
0

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
事

業
委

託
障

害
児

施
設

給
付

費
1
1
,9

9
2

5
,0
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0

福
祉

医
療

費
助

成
1
0
,5

7
4

包
括

的
介

護
支

援
事

業
4
,9

5
3

母
子

福
祉

費
1
3
,8

2
5

衛
生

費
郡

総
合

事
務

組
合

(ｺ
ﾞﾐ

,し
尿

他
)

母
子

健
康

診
査

償
還

払
6
1

人
件

費
1
3
,6

0
4

簡
易

水
道

会
計

繰
出

5
2
,6

7
6

4
2
4
,0

5
6

予
防

接
種

償
還

払
1
5
6

　
う

ち
委

員
等

1
1
4

感
染

症
予

防
事

業
1
2
,1

1
1

公
的

病
院

等
支

援
費

補
助

金
成

人
健

康
診

査
償

還
払

1
8

　
う

ち
一

般
職

1
9
,5

4
6

健
康

診
断

委
託

8
,3

3
8

1
3
0
,0

0
0

不
妊

治
療

償
還

払
8
1
5

在
宅

当
番

医
制

運
営

委
3
,7

1
9

邑
智

病
院

運
営

費
4
5
,0

1
7

禁
煙

治
療

費
助

成
金

2
2

ご
み

袋
販

売
手

数
料

9
6
6

火
葬

場
運

営
費

6
,9

6
9

災
害

等
廃

棄
物

処
理

事
業

費
補

助
金

2
3
,2

0
1

2
,9

7
0

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
費

補
助

金
3
9
8
0

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
接

種
事

業

江
の

川
下

流
域

活
性

化
事

業
基

金
積

立
金

（
単

位
：
千

円
）

補
　

助
　

費
　

等
扶

　
　

助
　

　
費

積
　

　
立

　
　

金
人

件
費

･投
･出

資
金

･貸
付

金
物

件
費

･繰
出

金
他

邑
智

郡
総

合
事

務
組

合
派

遣
費

用
負

担
金
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中
山

間
地

域
等

直
接

支
払

事
業

交
川

本
町

ふ
る

さ
と

・水
と

土
保

全
人

件
費

36
,6

43
農

業
集

落
排

水
処

理
事

業
特

別
会

付
金

2
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26
9

対
策

基
金

1
　

う
ち

委
員
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3,
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3

計
繰
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金
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害
鳥

獣
対

策
事

業
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7
森

林
環

境
整

備
基

金
5,

44
3

　
う

ち
一

般
職

32
,6

90
指

定
管

理
者

管
理

運
営

委
託

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

30
,3

39
9,

92
3

指
定

管
理

施
設

機
械

器
具

奨
励

作
物

拡
大

支
援

補
助

金
リ

ー
ス

料
1,

37
2

8,
26

5
森

林
管

理
業

務
委

託
60

2
担

い
手

支
援

事
業

補
助

ふ
る

さ
と

の
森

再
生

事
業

委
託

(経
営

体
育

成
、

農
業

経
営

)
1
4,

53
0

4,
46

6
６

次
産

業
化

推
進

事
業

7
56

環
境

保
全

型
農

業
直

接
支

払
事

業
2,

31
4

コ
ロ
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対

策
事

業
3,

01
0

森
林

環
境

整
備

事
業

3,
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6
商

工
費

商
工

会
補

助
5,

49
4

小
規

模
企

業
育

成
資

金
預

託
貸

付
金

商
業

活
性

化
支

援
事

業
委

託
1,

96
3

5,
00

0
河

津
桜

植
栽

整
備

事
業
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,9

69
1
1,

00
0

人
件

費
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,4
28

商
店

経
営

改
善

支
援

補
助

金
4
76

　
う

ち
委

員
等

64
8

交
流

人
口

拡
大

推
進

事
業

補
助

金
1
9,

21
0

　
う

ち
一

般
職

11
,7
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コ

ロ
ナ

対
策

事
業

6
1,

99
8

土
木

費
県

土
木

協
会

負
担

金
1
30

人
件

費
31

,7
52

住
宅

管
理

費
55

,5
20

全
国

治
水

砂
防

協
会

島
根
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う
ち

委
員

等
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2

内
水

排
除
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務
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2,
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3
支
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担
金

48
　

う
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一
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職
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,4
40

草
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委
託

2,
30

6
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の
川

下
流
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水

期
成

同
盟

会
産

業
廃

棄
物

処
理

委
託
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4

負
担

金
94
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倉

日
向

改
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事
業
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43
町

道
三
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古
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線

整
備
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業

費
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69
町

道
田

原
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改
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業
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8
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費
江
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邑

智
消

防
組
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金
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1

消
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団
費
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団
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60

1
防

災
行

政
無

線
維

持
費

4,
89
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興
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費
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2
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扶
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等
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扶
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円
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扶
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普
通
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設
事
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内
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（
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千
円
）
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県
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方
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そ
の
他
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0
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リ
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フ
リ
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2
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光
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Ｔ
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Ｈ
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事
業
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6
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7
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8
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事
業
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2
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施
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2
2
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化
槽
設
置
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助
金

3
,9
8
0

1
,1
8
8

1
,8
0
0

9
9
2
５
人
槽
４
基
、
７
人
槽
２
基
　
※
過
疎
債
充
当

7
4
,2
2
4

4
0
4

3
2
,4
4
3

2
,2
0
0

2
,7
9
1

1
7
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3
3

1
9
,2
5
3

造
林
事
業

1
8
,2
5
8

6
1
2

1
7
,1
3
3

5
1
3
町
行
分
収
、
町
有
林
、
公
社
造
林
整
備
事
業

農
地
耕
作
条
件
改
善
事
業

2
7
,6
5
0

1
9
,2
5
9

1
,1
0
0

7
,2
9
1
農
地
の
基
盤
整
備
（
因
原
、
三
原
地
区
）

農
業
水
路
等
長
寿
命
化
・
防
災
減
災
事
業

1
3
,0
7
7

1
0
,4
0
0

4
0
3

2
,2
7
4
防
災
重
点
た
め
池
の
整
備
（
田
窪
地
区
）

林
道
川
本
布
施
線
除
草
工
事

4
8
4

4
8
4

道
の
駅
感
染
予
防
対
策

4
,7
4
1

4
0
4

4
,3
3
7
道
の
駅
玄
関
の
自
動
ド
ア
改
修
及
び
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド
設
置

※
コ
ロ
ナ
交
付
金
充
当

農
道
除
草
工
事

3
,8
4
9

3
,8
4
9
大
邑
３
工
区
、
笹
畑
農
道

林
地
崩
壊
防
止
対
策
事
業
費

5
,6
6
0

2
,1
7
2

2
,2
0
0

1
,2
8
8

５
カ
所
（
田
水
、
笹
畑
、
谷
戸
、
三
俣
、
因
原
）

※
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
債
充
当

弥
山
荘
給
水
ポ
ン
プ
ユ
ニ
ッ
ト
取
替
工
事

5
0
5

5
0
5

5
,7
0
3

5
0
9

5
,1
9
4

河
津
桜
植
栽
整
備
事
業

5
,3
9
0

5
0
9

4
,8
8
1
※
ふ
る
さ
と
創
生
事
業
資
金
積
立
金
充
当

ア
ポ
ロ
ス
カ
イ
ラ
ブ
撤
去
費
用

3
1
3

3
1
3

区
　

　
分

事
業
費

財
　
　
源
　
　
内
　
　
訳

備
　

　
考

総
　
　
務
　
　
費

衛
　
　
生
　
　
費

農
林
水
産
業
費

商
　
　
工
　
　
費
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通
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設
事
業
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訳

（
単
位
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千
円
）

国
庫

県
地
方
債

分
･負
担
金

そ
の
他

一
般
財
源

区
　

　
分

事
業
費

財
　
　
源
　
　
内
　
　
訳

備
　

　
考

2
9
7
,8
9
9

1
6
5
,3
5
5

8
1
4

9
5
,2
0
0

1
9
,3
8
9

1
7
,1
4
1

町
営
住
宅
改
修
工
事

3
2
,5
4
5

1
3
,2
4
8

1
9
,2
9
7

八
幡
平
団
地
屋
上
防
水
工
事
、
個
別
改
善
工
事
（
５
戸
）

三
島
団
地
合
併
処
理
浄
化
槽
改
修
工
事

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
及
び
公
共
施
設
等
総
合
管
理
基

金
充
当

町
道
田
原
絵
堂
線
改
良
事
業

8
,1
5
0

4
,4
5
0

3
,7
0
0

田
原
絵
堂
線
道
路
改
良
工
事

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
及
び
辺
地
債
充
当

町
道
三
原
古
市
線
整
備
事
業

6
6
,9
8
1

3
8
,8
5
0

2
2
,8
0
0

5
,3
3
1
企
業
誘
致
事
業
に
伴
う
町
道
の
新
設

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
及
び
辺
地
債
充
当

町
道
中
倉
日
向
線
道
路
改
良
事
業

7
3
,8
0
6

4
7
,8
1
6

2
5
,9
0
0

9
0
中
倉
日
向
線
道
路
改
良
工
事

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
及
び
過
疎
債
充
当

道
路
災
害
対
策
事
業

8
9
,6
2
5

5
1
,2
9
1

3
8
,3
0
0

7
2
7
三
島
三
谷
線
工
事

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
及
び
過
疎
債
充
当

橋
梁
長
寿
命
化
事
業

1
5
,5
0
5

9
,7
0
0

4
,5
0
0

1
,3
0
5
町
道
橋
定
期
点
検
、
学
園
橋
工
事

※
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
及
び
過
疎
債
充
当

町
道
維
持
工
事

5
,9
1
9

5
,9
1
9
金
比
羅
公
園
線
工
事

除
草
工
事
等
交
通
安
全
整
備
工
事

公
園
管
理
事
業

1
,1
7
7

8
5

1
,0
9
2
除
草
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人件費

20.1%

扶助費

7.1%

公債費

19.3%

物件費

11.4%

維持補修費

1.1%

補助費等

13.4%

繰出金

11.9%

 ４、経常経費の状況 

 経常収支比率は８４．３％で前年比４．１ポイントマイナスとなった。この要因

は、分母となる経常一般財源収入が２億２，５２５万８千円の大幅増となったこと

があげられ、その内訳は、普通交付税２億１，０８８万２千円の増、地方消費税交

付金５９５万２千円の増等である。 

 また、分子となる経常一般財源支出も増額となっており、その要因は、江津邑智

消防組合負担金や邑智郡総合事務組合負担金の増等により、補助費等の４，７４４

万１千円増等があげられ、経常収支比率のプラスの要因となっている。 

第２８表 経常経費に充当した一般財源及び経常収支比率の状況  (単位:千円､％） 

区 分 
令和 3 年度 令和 2 年度 

経常経費充当一般財源 比率 経常経費充当一般財源 比率 

人  件  費 

扶    助    費 

公    債    費 

物  件  費 

維 持 補 修 費 

補  助  費  等 

繰    出    金 

507,132 

177,747 

485,871 

287,955 

26,554 

338,402 

299,650 

20.1 

7.1 

19.3 

11.4 

1.1 

13.4 

11.9 

494,894 

173,533 

479,122 

264,031 

32,178 

290,961 

292,390 

21.6 

7.6 

20.9 

11.5 

1.4 

12.7 

12.7 

計 A 2,123,311  C 

84.3 

A 2,027,109  C 

88.4 経常的な歳入一般財源 B 注  2,517,569  B 注  2,292,311  

※ 注：臨時財政対策債を含む

   Ａ 

経常収支比率(C) ＝ × 100 

   Ｂ 

第１７図 経常経費に充当した一般財源の構成図 
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  ５、公 債 費 

 

町債償還元金は、４億７，６２８万円、支払利子は９７９万５千円、合計４億

８，６０７万５千円となった。前年度と比較し償還元金が３１６万１千円増（０．

７％）、利子は２０８万３千円減（△１７．５％）となった。 

 

 第２９表 町債の目的別元金現在高 

                                                                (単位：千円) 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

区   分 
令和 2 年度末 

現  在   高 

令和 3 年度 

発 行 額 償還元金 年度末現在高 

公 共 事 業 等 債 48,144  5,570 42,574 

一 般 単 独 事 業 債  328,039 11,700 23,015 316,724 

教育・福祉施設等整備事業債 346,560  3,147 343,413 

辺 地 対 策 事 業 債  629,339 59,100 49,675 638,764 

災 害 復 旧 事 業 債  97,269 124,500 9,851 211,918 

緊急防災・減債事業債 223,845 14,400 36,876 201,369 

全 国 防 災 事 業 債  20,477  927 19,550 

過 疎 対 策 事 業 債  2,537,554 451,600 229,680 2,759,474 

財 源 対 策 債 6,721  1,013 5,708 

減 税 補 て ん 債 5,645  1,502 4,143 

減 収 補 て ん 債 7,177   7,177 

臨 時 財 政 対 策 債  936,472 77,464 91,763 922,173 

島 根 県 貸 付 金 13,480  13,480 0 

国 の 予 算 貸 付 債  

(公有林整備事業債) 

19,629  9,781 9,848 

合  計 5,220,351 738,764 476,280 5,482,835 
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 第１８図 目的別町債現在高 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第３０表 町債借入先別・利率別元金現在高              (単位：千円) 

借入先 
令和 3 年度 

末 現 在 高 

利        率 

0.5%以下 1.0%以下 1.5%以下 2.0%以下 2.5%以下 3.0%以下 

政府資金 4,187,914 4,005,627 130,279 51,762 246   

 財政融資 4,133,195 3,950,908 130,279 51,762 246   

郵便貯金 44,433 44,433      

簡易保険 10,286 10,286      

地方金融機構 246,776 246,776      

国の予算貸付 9,848   6,431 3,417   

山陰合銀 607,967 605,692 2,275     

信金ＪＡ 430,330 399,331 2,450 28,549    

島 根 県 0       

計 5,482,835 5,257,426 135,004 86,742 3,663   

借入先 
利                   率 

3.5%以下 4.0%以下 4.5%以下 5.0%以下 5.5%以下 6.0%以下 6.5%以下 

政府資金        

 財政融資        

郵便貯金        

簡易保険        

地方金融機構        

国の予算貸付        

山陰合銀        

信金ＪＡ        

島 根 県        

計        

(百万円) 
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第１９図 借入先別町債現在高 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、積 立 金 

 

積立金決算額は、２億９，６９５万６千円で前年度比２億１，２１９万３千円の

増（２５０．３％）となった。増額の要因として、近年実施した普通建設事業の財

源である地方債の元金償還開始に伴い令和４年度以降において公債費が大幅に増加

する見込みであり、その償還の財源として減債基金へ１億５，７０９万２千円を積

み立てたこと等があげられる。令和３年度の主な積立として、公共施設の更新や改

修に備えて公共施設等総合管理基金へ１億１，３１９万９千円、ふるさと納税によ

る寄附金をふるさと思いやり基金へ１，５４９万９千円積み立てた。また、森林環

境譲与税の事業費との差である５４４万３千円を森林環境整備基金へ積み立てた。 
 

 第３１表 基金現在高等の状況 
                                                                (単位：千円) 
 
 

 
 
 
 
 

区    分 
令和 2 年度末 

現  在   高 

令和 3 年度 

積 立 額 取 崩 額 年度末現在高 

財 政 調 整 基 金 614,585 2,250  616,835 

減 債 基 金 898,379 157,092  1,055,471 

学校教育施設整備基金 87,660 38 45,263 42,435 

公共施設等総合管理基金 505,332 113,199 53,080 565,451 

ふるさと創生積立金 47,202 15 1,660 45,557 

ふるさと思いやり基金 35,226 15,499 11,423 39,302 

雇 用 創 出 基 金 10,000 1,012 2,308 8,704 

過疎地域自立促進基金 1,414 1  1,415 

江の川下流域活性化事業基金 10,584 2  10,586 

子ども・子育て支援基金 9,890 3 1,326 8,567 

定 住 促 進 基 金 9,878 2,401  12,279 

森 林 環 境 整 備 基 金 10,657 5,443  16,100 

水と土保全対策基金 1,838 1  1,839 

          計 2,242,645 296,956 115,060 2,424,541 
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  ７、貸 付 金 

 

令和３年度末の貸付金残高は１，３１７万円で、その内訳は、北地区農地開発関

連貸付金３５６万７千円、住宅新築資金貸付金２５３万９千円、定住奨学金１０６

万４千円、企業立地支援緊急対策事業貸付金６００万円となっている。 

小規模企業育成資金預託貸付を５００万円行い、年度内に５００万円を回収して

いる。また、企業立地支援緊急対策事業貸付について、１００万円の回収を行った。 

 

 

 

第３２表 貸付金現在高の状況 

                                                           (単位：千円) 

区   分 
2年度末 

現 在 高 

令和 3 年度 

貸付額 回収額 調整※ 
年度末 

現在高 

北地区農地開発負担金償還資金 3,767   △200 3,567 

住 宅 新 築 等 資 金 2,599  60  2,539 

定 住 奨 学 金 1,399  335  1,064 

小規模企業育成資金預託貸付       0 5,000 5,000  0 

企業立地支援緊急対策事業貸付金 7,000  1,000  6,000 

計 14,765 5,000 6,395 △200 13,170 

 

※北地区農地開発負担金償還資金の不納欠損額 200 千円 
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  ８、出 資 金 

 

 第３３表  出資金の状況 

                                                                  (単位：千円) 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区   分 2年度末 

現 在 高 

令和 3 年度 

増 額 減 額 年度末現在高 

島根県信用保証協会   3,835      3,835 

    〃  (小規模企業育成資金)   4,000     4,000 

島根県西部勤労者共済会   1,173      1,173 

邑智郡森林組合  18,592        18,592 

島根県農業信用基金協会   2,660     2,660 

島根県林業公社   4,650     4,650 

島根県みどりの担い手育成基金   1,342     1,342 

山陰放送    100      100 

山陰中央新報社    100      100 

島根県育英会    181      181 

国際交流センター   1,809     1,809 

砂防ﾌﾛﾝﾃｨｱ整備推進機構     30       30 

暴力追放県民センター   1,065     1,065 

島根県消防協会   2,489     2,489 

邑智郡広域振興財団 105,000   105,000 

しまねまごころバンク    286       286 

地方公共団体金融機構    400      400 

小   計 147,712   147,712 

公立邑智病院（注）  23,587    23,587 

合    計 171,299       171,299 

※（注）：公立邑智病院（公営企業会計）に対する負担金（Ｈ５建設費）は、決算統計

の分類上、公営企業に対するものとして出資金に分類。 
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  ９、その他の経費 

 

   ①債務負担行為 

 第３４表 目的別債務負担行為の状況                      (単位：千円) 

区   分 件数 限 度 額 令和 3 年度 備  考 

支 出 額 年度末残高 

社会福祉関係   1 233,501 5,139 10,129  養護老人ホーム 

そ の 他 

 

 

 

 

 

12 

 

 

 

 

 

631,988 

 

83,024 

 

219,872 

 

スクールバス運行業務委託、

指定管理者委託(高齢者生産

活動センター、悠湯プラザ、

川本公園管理棟、弥山荘、道

の駅、笹遊里、すこやかセン

ター、サウンド・アミュージ

アム）、学校給食センター運

営委託、島根県農業者信用基

金協会損失補償、法制執務支

援システム運用業務委託 

      計 13 865,489 88,163 230,001  

 

 

 第３５表 令和 3 年度中に完了又は設定した債務負担行為    (単位：千円) 

区分 事  項 期 間 限度額 

設定 法制執務支援システム運用業務委託 R4～R8 12,915 

設定 サウンド・アミュージアム指定管理委託 R4～R5 59,686 

完了 サウンド・アミュージアム指定管理委託 H29～R3 127,580 

完了 学校給食センター運営業務 H29～R3 104,620 
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   ③そ の 他 

 第３６表  人件費の内訳 

                                                         (単位：千円、％） 

区  分 決 算 額 伸  率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 決 算 額 伸  率 

議員報酬手当 31,161 5.0  

 

 

日 直 手 当 739 2.4 

委 員 等 報 酬 

(内会計年度任用職員) 

113,096 

(95,875) 
6.1 

管理職特別 

勤務手当 
215 50.3 

特別職給与等  27,356 4.9 管 理 職 手 当 4,586 7.8 

任期の定めの 

ない常勤職員 
289,349 0.4 

期 末 手 当 41,008 △4.4  

勤 勉 手 当 30,828 1.5  

 

 

 

 

 

給        料 188,449 1.4 任期付職員給与 1,710 137.5 

扶 養 手 当 7,035 △7.8 共済組合負担金 73,162 2.5 

住 居 手 当 3,168 △14.5 退職手当負担金 38,538 △5.9 

通 勤 手 当 2,442 △2.4 災 害 補 償 費 482 10.6 

単身赴任手当 876 87.2 互助会補助金 0 0.0 

特殊勤務手当 169 △2.3 そ の 他 ※ 20,965 16.2 

時 間 外 手 当 9,834 1.7 計 595,819 2.3 

※ その他の内訳  

会計年度任用職員社会保険料・雇用保険料・労災保険料（20,938千円）、 

恩給及び退職年金（27 千円) 

  

 第２０図 人件費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(百万円) 
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旅 費

賃 金

第３７表  物件費の内訳  
                                 (単位：千円、％） 

 

前年度と比べて４，９８０万円減（△７．２％） 

 

第２１図 物件費の推移 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 決 算 額 伸  率  区  分 決 算 額 伸  率 

旅   費  7,488 32.8 備品購入費 18,117 △68.5 

交 際 費 160 18.5 委 託 料 412,349 2.7 

需 用 費    121,563 △15.8 そ の 他 56,711 △2.7 

役 務 費 26,347 5.2 計 642,735 △7.2 

（百万円） 
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区分 支出額 区分 支出額
まちごと魅力化センター管理運営業務委託 29,200 生活困窮者自立支援事業委託 5,000
かわもとおとぎ館管理委託 28,770 三原まちづくりセンター管理委託 4,952
学習交流センター管理運営業務委託 23,517 道の駅管理委託 4,920
学校給食センター運営業務委託 21,311 農林漁業体験実習館及び笹畑農村公園管理委託 4,839
ＦＴＴＨ施設管理委託 19,642 生活交通対策事業委託 4,816
弥山荘管理委託 18,499 河津桜植栽整備事業計画策定業務委託 4,723
ＩＰ告知システム更改業務委託（コロナ） 16,899 中間支援組織による地域支援事業委託 4,680
バス運行業務委託 16,871 教育魅力化推進事業委託 4,295
新型コロナウイルスワクチン接種事業委託 15,128 小さな拠点づくり推進事業計画策定業務委託 3,850
河津桜植栽委託 14,856 ふるさと納税事務業務委託 3,768
悠邑ふるさと会館管理委託 14,324 町営住宅管理委託 3,591
介護予防生活支援事業委託（社協） 9,873 悠邑ふるさと会館抗菌処理業務委託（コロナ） 3,276
子育てサポートセンター管理委託 9,673 包括的介護支援事業予防給付事業委託 3,195
感染症予防接種事業委託 8,859 在宅当番医制運営委託 3,099
すこやかセンター管理委託 7,243 感染症予防接種事業委託（コロナ） 3,074
電算システム管理委託 6,105 内水排除業務委託 2,593
障害者地域活動支援センター事業委託 6,000 財務書類作成支援業務委託 2,530
公営住宅等長寿命化計画策定業務委託 5,610 防災設備等管理委託 2,200
健康診断委託 5,566 その他 59,986

役場庁舎警備委託 5,016 合　計 412,349

 第３８表 委託料の主なもの 
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第３９表  補助費等の内訳 

  

前年度と比べて１億９，１７０万円減額（△１４．０％）している。主な減額の

要因は、新型コロナウイルス感染症に伴う特別定額給付金３億２，３８０万円の皆

減である。また、増額の要因として、新可燃ごみ共同処理施設整備事業の本格化に

伴う邑智郡総合事務組合環境衛生課負担金４，５４８万２千円の増、特別交付税の

措置拡充に伴う公的病院等支援費補助金（不採算地区病院）５，０００万円の増、

普通交付税に算入される消防費の割合で算出される負担割合の大幅増に伴う江津邑

智消防組合負担金２，１７４万８千円の増等があげられる。 
(単位：千円、％）  

区     分 決 算 額 伸  率  

 

 

 

 

 

 

 

区     分 決 算 額 伸  率 

負担金 649,733 13.5   教 育 関 係 20,127 4.0 

 国・県負担金 9,751 55.8 補助事業補助金 60,394 △87.1 

一部事務組合 619,989 14.0 その他 100,270 10.6 

その他 19,993 △9.8  火災等保険料 8,872 0.0 

補助金 423,099 △39.7 自動車重量税 580 17.4 

 町単独補助金 362,705 54.8 消防退職報償金 1,746 △64.1 

 総 務 関 係 46,509 △23.4 各種講師謝金等 25,764 7.0 

民 生 関 係 31,352 27.9 邑智病院負担金 45,017 14.7 

衛 生 関 係 131,029 63.6 国・県返還金 16,540 51.8 

農 林 関 係 29,730 △5.6 過誤納還付金 1,402 △29.8 

商 工 関 係 103,958 474.5 その他 349 82.7 

土 木 関 係 0 0.0         計 1,173,102 △14.0 

 

第４０表  一部事務組合負担金の内訳  

(単位：千円、％）   

区  分 負担額 伸  率  

 

 

 

 

区  分 負担額 伸  率 

県総合事務組合  245 0.0  し尿・ごみ処理施設（公債費分） 318,244 19.6 

郡総合事務組合 480,196 12.8 し尿・ごみ処理施設（運営費分） 105,812 △5.9 

 計 算 処 理 34,060 2.2 江津邑智消防組合 137,071 18.9 

総 務 管 理 22,080 61.0 島根県後期高齢者医療広域連合 2,477 △8.2 

ふるさと会館（公債費分） － － 計 619,989 14.0 
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 第２２図 補助費等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第４１表  維持補修費の内訳 

                                                            (単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 決算額 伸 率 区  分 決算額 伸  率 

農 道 ・ 林 道 0 0.0 小 ･ 中 学 校 102 264.3 

道 路 ・ 河 川 27,251 △37.3 公  園 0     0.0 

住  宅 10,762 △39.5 そ の 他 4,009 459.1 

   計 42,124 △32.0 

(百万円) 
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                                                              (単位：千円､％） 

２３図 扶助費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 決算額 伸率  区   分 決算額 伸率 

社 

会 

福 

祉 

福祉医療 11,148 △11.7  

児 

童 

福 

祉 

保育所 155,746 4.4 

障害者福祉 

サービス費等 
147,939 5.4 

 児童手当 36,895 △0.7 

乳幼児医療 4,028 30.3 

補装具給付 562 △31.0  子ども医療 4,030 30.5 

臨時給付金 52,500 100.0  児童扶養手当 8,434 △6.1 

行路病者扶助 0 0.0  未熟児医療 0 0.0 

小  計 212,149 38.0  母子支援関係 52,821 969.3 

老 

人 

福 

祉 

養護老人ホーム 84,981 0.4  小  計 261,954 26.9 

介護保険給付 71 △75.6  
衛 

生 
母子健康診査 876 179.0 

日常生活用具給付 31 △49.2  予防接種 196 △56.0 

短期入所 0 0.0  小  計 1,072 41.2 

小  計 85,083 0.1  

教 

育 

要保護準要保護 3,513 24.7 

生
活
保
護 

生活扶助費 35,474 21.0  遠距離通学 767 7.9 

施設事務費 7,007 △32.2  特別支援教育就学 67 91.4 

小  計 42,481 7.1  小  計 4,347 22.0 

     合  計 607,086 24.1 

（百万円） 
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 第４３表  繰出金の内訳 

(単位：千円､％）  

区   分 R3 決算額 R2 決算額 伸  率 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 59,607  57,430  3.8 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 100,943  100,940  0.0 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 52,676  37,742  39.6 

農業集落排水処理事業特別会計 41,427  42,459  △2.4 

介 護 保 険 事 業 92,574  106,234  △12.9 

計 347,227  344,805  0.7 

 

➢ 国民健康保険特別会計は２１７万７千円の増、後期高齢者医療特別会計繰出金は３

千円の増、簡易水道事業特別会計繰出金は１，４９３万４千円の増、農業集落排水

処理事業特別会計繰出金は１０３万２千円の減、介護保険事業は１，３６６万円の

減となっている。 

 

 

 第２４図 繰出金の推移 
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□第４４表　市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

○社会保障施策に要する経費に充てる引き上げ分の地方消費税交付金額：43,102千円（決算額）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
地方

消費税
（引上分）

その他

社会福祉総務費 64,983 32 32 4,500 12,232 2,822 45,365

すこやかセンター管理費 7,243 422 6,821

福祉医療費助成事業費 13,771 4,834 1,592 431 6,914

民生委員費 1,093 65 1,028

生活困窮者自立支援事業費 5,000 3,750 73 1,177

障がい者福祉費 6,616 1,206 6 318 5,086

障がい者自立支援給付費 123,836 61,918 30,959 1,815 29,144

障がい者医療費 4,127 2,012 1,006 65 1,044

障がい児入所給付費 14,634 5,996 2,998 332 5,308

障がい者地域生活支援事業費 14,426 2,028 1,509 638 10,251

高齢者福祉費 85,520 163 25,955 3,483 55,919

介護予防事業費 10,362 10,094 17 251

包括的介護支援事業費 5,230 5,132 4 94

児童福祉総務費 9,102 20 3 530 8,549

乳幼児等医療費助成事業費 4,145 1,612 147 2,386

子育て支援費 11,155 776 4,255 2,442 216 3,466

未熟児養育医療給付事業費 203 13 190

子ども医療費助成事業費 2,249 784 10 86 1,369

保育所運営費 155,746 76,083 33,787 2,690 43,186

児童手当費 31,967 21,968 4,981 293 4,725

母子福祉費 13,864 5,506 1,347 3,510 207 3,294

生活保護総務費 22,831 16 1,336 21,479

扶助費 48,878 31,417 1,022 16,439

国民健康保険運営対策費 59,607 3,068 10,591 2,694 43,254

後期高齢者医療費 103,420 14,702 5,198 83,520

介護保険事業費 94,542 53 5,539 88,950

保健衛生総務費 25,137 52 52 2,541 1,319 21,173

病院費 175,042 2,600 10,107 162,335

地域自死対策事業費 82 22 4 56

成人保健事業費 6,226 279 826 302 4,819

母子保健事業費 3,574 125 63 838 151 2,397

感染症予防事業費 13,154 122 763 12,269

1,137,765 215,957 114,157 7,100 65,191 43,102 692,258

社会福祉

社会保険

保健衛生

合　　　　　　計

（単位：千円）

事　　業　　名 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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